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平成１８年３月期  決算短信（連結）            平成 18 年 4月 26 日 

上 場 会 社 名        沖電線株式会社                        上場取引所 東 
コ ー ド 番 号        5815                                        本社所在都道府県 神奈川県 
（ＵＲＬ  http://www.okidensen.co.jp  ） 
代  表  者   役職名 取締役社長  氏名 榊  靖夫 
問合せ先責任者   役職名 取締役    氏名 松野 正徳     ＴＥＬ (044)754－4350 
決算取締役会開催日 平成 18 年 4月 26 日 
親会社等の名称 沖電気工業株式会社（コード番号：6703） 親会社等における当社の議決権所有比率 36.3％ 
米国会計基準採用の有無 無 
 
１． 18 年 3 月期の連結業績(平成 17 年 4月 1日～平成 18 年 3月 31 日) 
(1) 連結経営成績    （注）本決算短信における金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年 3 月期 11,426 0.4 752 △18.0 788 △14.6

17 年 3 月期 11,381 △4.2 917 63.1 923 78.7
 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整

後１株当たり

当期純利益

株主資本 

当期純利益率

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期 413 △19.4 10.79 ─ 3.8 5.2 6.9

17 年 3 月期 512 59.1 13.00 ─ 4.8 6.1 8.1

 (注)①持分法投資損益       18 年 3 月期    ─ 百万円   17 年 3 月期   ─ 百万円 
    ②期中平均株式数（連結）  18 年 3 月期  38,279,786 株    17 年 3 月期 38,401,934 株 
    ③会計処理の方法の変更   有 
     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 3 月期 15,583 10,932 70.2 292.65 

17 年 3 月期 14,709 10,764 73.2 280.21 
 (注)期末発行済株式数（連結） 18 年 3 月期 37,356,913 株  17 年 3月期 38,368,520 株 
 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー
財務活動による 

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 3 月期 1,544 △198 △617 3,089 

17 年 3 月期 2,233 △194 △831 2,357 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
  連結子会社数 ２社  持分法適用非連結子会社数 ０社  持分法適用関連会社数 ０社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
  連結（新規） ０社 （除外） ０社     持分法（新規） ０社 （除外）０社 
 
２．19 年 3月期の連結業績予想(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

百万円 百万円 百万円 百万円

中 間 期 5,800 240 250 120 

通   期 12,100 740 750 400 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 10 円 71 銭 
（注）上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を含んでおります。 

実際の業績は、様々 な要素によりこれら業績予想は大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。 
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１．企業集団の状況 
当社グループ（当社および関係会社）は、当社、子会社４社、その他の関係会社１社で構成され、

電線、通信ケーブルおよび電子部品等の製造販売を主な内容とし展開しております。 
当社グループの事業に関わる位置付けは、次のとおりであります。 

電線・ケーブル事業   当社が製造販売するほか、非連結子会社である厦門多威沖電線有限公司に
対し製造の一部を委託しております。また、連結子会社である沖電線商事
(株)は、当社の製品を販売しております。 

 
電子部品他事業     当社が製造販売するほか、連結子会社であるオーイーシー・アカギ（株）

に対し製造の一部を委託しております。また、連結子会社である沖電線商
事（株）は、当社の製品を販売しております。 
その他事業として当社が不動産の賃貸を行っております。 

 
当社のサービス業務受託を非連結子会社であるオーイーシー・サービス（株）が行っております。 
なお、その他の関係会社である沖電気工業（株）は、当社製品の販売先であります。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 得  意  先  

  

       製品の販売 

販売会社 

（連結子会社） 

沖電線商事（株） 

 

     製品の販売 

 

 

     製品の販売 

 

 

 

得意先 

（その他の関係会社） 

沖電気工業（株） 

 

     製品の販売 

 

 当    社  

  

           製品の加工    製品の販売 

  部材の供給 

製造会社  製造会社 

（連結子会社） 

オーイーシー・アカギ（株） 

 （非連結子会社） 

厦門多威沖電線有限公司 

 

 

 

       サービスの供給 

 

サービス会社 

（非連結子会社） 

オーイーシー・サービス（株）
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２．経営方針 
(1)会社の経営の基本方針 

当社グループは、｢地球環境にやさしく、人とシステム、システムと機器などを“結
ぶ”商品・サービスを提供することにより、広く社会に貢献する｣ことを事業理念とし、 
①顧客のニーズを理解し、優れた商品・サービスを提供することで絶えざる成長に努める 
②社会的責任を自覚し、高い企業倫理のもとにすべての業務を推進する 
ことを基本方針として活動をしております。 
 

(2)会社の利益配分に関する基本方針 
当社は、利益配分に関し、企業価値を高めるため財務体質と経営基盤の強化を図るとと

もに株主の皆様に対し安定的な配当の維持および適正な利益還元を基本方針としており
ます。 
また、内部留保資金の使途につきましては、将来の企業体質の強化、新製品・新事業の

展開への開発投資などに活用し企業価値の向上に努めてまいります。 
なお、平成18年３月期の期末配当につきましては２円といたします。これによりすでに

実施いたしました中間配当２円と合わせ年間４円となり、配当性向は37.9％となる予定
です。 
 

(3)投資単位の引下げに関する考え方および方針等 
   現在、当社の１単元の株式数は1,000株ですが、株式投資単位の引下げが、株式市場に

より広範な投資家の参加を促すための有用な施策の一つであると認識しております。当
社といたしましては、株価の水準・費用対効果などを勘案して、今後とも引き続き検討
していく所存であります。 

 
(4)目標とする経営指標 

当社グループは、経営効率の向上を目指し、売上高経常利益率６％以上を経営指標と
して設定し活動しております。 

 
(5)中長期的な経営戦略と課題 

当社グループは、将来にわたって安定的な収益を確保するとともに、ステークホルダー
の皆様から評価される企業を目指し経営革新を進めております。 

電線業界は市場が成熟しており、既存市場における販売戦略、新製品の投入のみでは成
長が限られていることから、より積極的に新規市場へ新製品を投入し、将来の収益を確
保する戦略に取り組んでまいります。 
 
具体的には以下の項目を重点に推進していきます。 

①売上高に占める新製品・新規市場の比率を高めるため、経営資源を重点的に配分します。 
②新製品・新規市場の成長を目指し、研究開発、設備投資、ＩＴ化投資を積極的に行います。 
③業務プロセスの継続的改革により、棚卸資産の適正化、売上債権の圧縮を図り、キャッ
シュ・フローを改善します。 
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（6）親会社等に関する事項 
①親会社等の商号等                      （平成18年3月31日現在） 

親会社等 属性 
親会社等の議
決権所有割合

（％） 

親会社等が発行する株券が
上場されている証券取引所

等 

沖電気工業株式会社 

上場会社が他の会

社の関連会社であ

る場合における当

該他の会社 

36.3 
（1.0） 

株式会社東京証券取引所
市場第一部 
株式会社大阪証券取引所
市場第一部 

   （注）親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 
 

②親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社との関係 
沖電気工業株式会社は当社の議決権36.3％を保有する親会社等であります。 
また、当社は同社を中心とするＯＫＩグループに属しており、同社の持分法適用の関

連会社であります。 
平成18年３月31日現在、当社取締役６名のうち沖電気工業株式会社からの転籍者は１

名であり、当社の非常勤取締役１名が同社の取締役であります。 
また、当社監査役４名のうち非常勤監査役は２名であり、うち１名は同社監査役であ

り１名は同社グループ企業部長を兼務しております。 
当社は沖電気工業株式会社に当社製品を提供しております。 

 
③親会社等からの独立性の確保について 

当社の事業展開にあたっては、親会社等の指示や承認に基づいて行うのでなく、独自
に意思決定をして実行しております。 
また、当社の営業取引における親会社等のグループ会社への依存度は低く、そのほと

んどは当社と資本関係を有しない一般企業との取引となっております。 
これらのことから、すでに現時点においても、事業運営上当社の親会社等からの独立

性は十分に確保されていると判断しております。 
 
④親会社等との取引に関する事項 

親会社等との重要な取引につきましては、21ページ「関連当事者との取引」注記に記
載しております。 
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３．経営成績および財政状態 
(1)経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業業績の改善を反映した民間設備投資の増加、
雇用情勢の改善などにより、民需主導で緩やかに回復してまいりました。 
また、電線業界におきましては、自動車関連および建設・電販など好調でしたが、素材

価格の高騰が長期化するなど、不安定な状況で推移しました。 
このような経営環境のもと、当社は、当社グループ全体の収益力の強化と持続的・安定

的な成長に向けて、営業力の強化・生産の効率化・資産の効率化などに継続して努める一
方、独自性のある新製品の開発を積極的に推進してまいりました。 
その結果、当期の連結売上高は前期比0.4％増の11,426百万円となりました。 
しかしながら、損益につきましては、銅などの素材価格の高騰によるコストアップを販

売価格への反映、費用の低減などで吸収できず、連結営業利益は前期比18.0％減の752百
万円、連結経常利益は前期比14.6％減の788百万円となりました。 
連結当期純利益は前期比19.4％減の413百万円となりました。 
 
①事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

第１０３期 
第１０４期 
（当期） 

前期比 
事業名 

売上高 

（百万円）

営業利益 

（百万円）

売上高 

（百万円）

営業利益 

（百万円） 

売上高 

（％） 

営業利益

（％） 

電線・ケーブル 6,955 826 7,264 578 4.4 △30.0 

電子部品他 4,425 90 4,162 173 △6.0 92.2 

合計 11,381 917 11,426 752 0.4 △18.0 

（注）各事業の主な製品は以下のとおりであります。 
１．電線・ケーブル事業 機器用電線、放電加工機用電極線、通信ケーブル、光製品 
２．電子部品他事業   フレキシブル基板、ワイヤーハーネス、統合配線システム、

テナント 
 

（電線・ケーブル事業） 
連結売上高は、産業用機器関連向け電線、放電加工機用電極線、アクセス系通信ケーブ

ルが好調に推移し増加したことにより、前期比4.4%増の7,264百万円となりました。 
連結営業利益は、生産効率の改善による原価低減活動などを積極的に推進してまいりま

したが、銅などの素材価格の高騰によるコストアップを全て販売価格に反映することが難
しく、前期比30.0％減の578百万円となりました。 
 
（電子部品他事業） 
連結売上高は、フレキシブル基板がデジタル家電・半導体関連向けの市況回復に伴い増

加したものの、民生用・産業用装置向けのワイヤーハーネスの減少により、前期比6.0%減
の4,162百万円となりました。 

連結営業利益は、フレキシブル基板の売上増加、前年実施した設備投資の効果等により、
前期比92.2％増の173百万円となりました。 
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②海外売上高 
 海外売上高は、放電加工機用電極線が銅価格高騰を販売価格に反映できたことにより
増加し、フレキシブル基板の新規海外販売先の開拓などにより前期比15.1％増の1,464
百万円となりました。 
 また、連結売上高に占める割合は前期に比べ1.6ポイント増の12.8％となりました。 
地域別にみますと、米州向けが679百万円（対連結売上高比5.9％）、欧州向けが420

百万円（対連結売上高比3.7％）、アジア向けが365百万円（対連結売上高比3.2％）と
なっております。 

 
(2)財政状態 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益747百万円、減価償却

費532百万円、仕入債務の増加689百万円などにより、1,544百万円の収入となりました。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得162百万円などにより、198

百万円の支出となりました。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動によるキャッシュ・フローは、長期・短期借入金の返済100百万円および配当

金152百万円ならびに自己株式の取得364百万円により、617百万円の支出となりました。 
以上の結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は期首に比べ731百万円

増加の3,089百万円となりました。 
 

第101期 第102期 第103期 
第104期 

（当期） 

 

平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

株主資本比率 65.2％ 66.8％ 73.2％ 70.2％

時価ベースの株
主資本比率 

40.1％ 56.1％ 153.7％ 103.8％

債務償還年数 3.7年 1.0年 0.3年 0.4年

インタレスト・カバ

レッジ・レシオ 
17.4 54.8 102.4 182.6

※ 株主資本比率：株主資本/総資産 
時価ベースの株主資本比率：株式時価総額/総資産 
債務償還年数：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 
１．各指数は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
２．株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 
３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動による
キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上
されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。ま
た、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し
ております。 
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(3)次期の見通し 
今後の事業環境につきましては、素材価格の高騰など依然として先行き予断を許さない

市場環境が見込まれるものの、機器の軽薄短小化・エコ化・高性能化の進展とともに市場
の拡大が期待されます。 
このような事業環境の中、当社グループといたしましては、成長が期待できる分野での

積極的な製品開発や投資の実施により、グループ全体の収益力の強化と持続的・安定的な
成長を図ってまいる所存であります。 

 
次期の通期業績につきましては、連結売上高12,100百万円、連結営業利益740百万円、

連結経常利益750百万円、連結当期純利益400百万円を見込んでおります。 
なお、銅の建値は600千円／トン、亜鉛の建値は300千円／トン、為替レートは１米ドル

110円、１ユーロ135円で想定しております。 
 
 

(4)事業等のリスク 
当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性がある主な事項には以下のような

ものが考えられます。 
なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度（平成18年３月31日現在）におい

て当社が判断したものであります。 
 

①経済状況 
当社グループの事業は主に産業用機器・情報通信・家電・半導体関連業界の市場におけ

る経済状況の影響を受けます。これらの市場における景気後退、それに伴う需要の縮小は、
当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 
②素材価格の高騰 
当社グループの主要製品に材料として使用される銅・亜鉛、石油化学製品は国際市況に

大きく影響され、それにより当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性
があります。 

 
③為替相場の変動 
当社グループは、海外への売上、海外からの調達があり外貨建債権債務を有しておりま

す。そのため、為替相場の動向によっては、為替差損が発生する可能性があります。 
 

④退職給付債務 
当社グループの退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上の前提条件や年金資産

の期待収益率に基づいて算出しております。また、債務の積立不足を補うため退職給付信
託を設定しております。これらの前提条件と実際の結果が異なった場合や信託設定株式の
株価の下落は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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４.連結財務諸表等 

(1)連結貸借対照表 
（単位千円） 

当連結会計年度 

（平成18年3月31日） 

前連結会計年度 

（平成17年3月31日） 

対前期比較増減

（△印は減） 科     目 注記番号 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

（資 産 の 部）   ％  ％ 

流 動 資 産  7,840,717 50.3 6,952,092 47.3 888,625

現 金 及 び 預 金  3,089,609 2,357,873  731,736

受取手形及び売掛金  3,665,301 3,371,202  294,099

棚 卸 資 産  806,301 726,839  79,462

繰 延 税 金 資 産  203,398 382,291  △ 178,893

そ の 他  79,619 117,686  △ 38,067

貸 倒 引 当 金  △ 3,512 △ 3,801  289

    

固 定 資 産  7,742,616 49.7 7,757,798 52.7 △ 15,182

有 形 固 定 資 産 ※1 6,127,674 39.3 6,360,213 43.2 △ 232,539

建 物 及 び 構 築 物 ※3･6 3,709,266 3,927,287  △ 218,021

機械装置及び運搬具  856,069 883,708  △ 27,639

土 地 ※3 1,403,396 1,403,396  ─ 

そ の 他  158,942 145,821  13,121

    

無 形 固 定 資 産  58,930 0.4 33,907 0.2 25,023

    

投 資 そ の 他 の 資 産  1,556,010 10.0 1,363,677 9.3 192,333

投 資 有 価 証 券 ※2 1,347,256 865,469  481,787

繰 延 税 金 資 産  39,515 360,420  △ 320,905

そ の 他 ※2 175,221 143,184  32,037

貸 倒 引 当 金  △ 5,982 △ 5,397  △ 585

合     計  15,583,333 100.0 14,709,891 100.0 873,442

 



 
９

（単位千円） 

当連結会計年度 

（平成18年3月31日） 

前連結会計年度 

（平成17年3月31日） 

対前期比較増減

（△印は減） 科     目 注記番号 

金額 構成比 金額 構成比 金額 

（負 債 の 部）  ％  ％ 

流 動 負 債  3,485,035 22.3 2,699,674 18.4 785,361

支払手形及び買掛金  2,358,489 1,669,054  689,435

短 期 借 入 金  190,000 210,000  △ 20,000

一年内返済予定の長期借入金 ※3 80,000 80,000  ─

そ の 他  856,546 740,620  115,926

    

固 定 負 債  1,165,863 7.5 1,245,293 8.4 △ 79,430

長 期 借 入 金 ※3 80,000 160,000  △ 80,000

退 職 給 付 引 当 金  632,123 624,915  7,208

役員退職慰労引当金  118,297 101,426  16,871

預 り 保 証 金  335,441 358,951  △ 23,510

    

負 債 合 計  4,650,899 29.8 3,944,967 26.8 705,932

（少数株主持分）  ─ ─ ─ ─ ─

（資 本 の 部）    

資 本 金 ※4 4,304,793 27.6 4,304,793 29.3 ─

資 本 剰 余 金  3,101,531 19.9 3,101,531 21.1 ─

利 益 剰 余 金  3,416,533 21.9 3,170,471 21.5 246,062

その他有価証券評価差額金  598,948 3.9 312,766 2.1 286,182

自 己 株 式 ※5 △ 489,372 △3.1 △ 124,638 △0.8 △ 364,734

資 本 合 計  10,932,434 70.2 10,764,923 73.2 167,511

負債・少数株主持分及び資本合計  15,583,333 100.0 14,709,891 100.0 873,442
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(2)連結損益計算書 
 （単位千円） 

当連結会計年度 

 （自平成17年4月１日 

  至平成18年3月31日）

前連結会計年度 

 （自平成16年4月１日 

  至平成17年3月31日） 

対前期比較増減

（△印は減） 科 目 注記番号 

金額 百分比 金額 百分比 金額 

売 上 高  11,426,667 100.0 11,381,135 100.0 45,532 

売 上 原 価 ※2 8,424,910 73.7 8,100,531 71.2 324,379 

売 上 総 利 益  3,001,756 26.3 3,280,603 28.8 △ 278,847 

      

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,249,384 19.7 2,363,517 20.8 △ 114,133 

荷 造 運 搬 費  293,036 275,759   

給 料 諸 手 当 福 利 費  1,064,716 1,080,949   

退 職 給 付 費 用  85,981 122,014   

役員退職慰労引当金繰入額  32,916 36,439   

貸 倒 引 当 金 繰 入 額  285 998   

研 究 開 発 費 ※2 319,499 332,515   

減 価 償 却 費  48,084 60,704   

そ の 他  404,864 454,137   

営 業 利 益  752,372 6.6 917,085 8.1 △ 164,713 

      

営 業 外 収 益  43,963 0.4 29,635 0.3 14,328 

受 取 利 息  522 738   

受 取 配 当 金  9,035 7,391   

為 替 差 益  25,157 12,955   

そ の 他  9,248 8,550   

営 業 外 費 用  7,718 0.1 23,702 0.2 △ 15,984 

支 払 利 息  7,697 22,293   

そ の 他  20 1,409   

経 常 利 益  788,617 6.9 923,019 8.1 △ 134,402 

      

特 別 利 益  11,578 0.1 149,636 1.3 △ 138,058 

投 資 有 価 証 券 売 却 益  ─ 145,567   

国 庫 補 助 金 等 収 入 額  9,749 ─   

そ の 他  1,829 4,069   

特 別 損 失  52,589 0.4 212,314 1.9 △ 159,725 

固 定 資 産 処 分 損 ※1 35,525 34,003   

特 別 割 増 退 職 金  7,315 57,299   

事 業 構 造 改 革 費 用 ※3 ─ 121,010   

固 定 資 産 圧 縮 損  9,749 ─   

税金等調整前当期純利益  747,606 6.6 860,342 7.6 △ 112,736 

法人税、住民税及び事業税  30,386 0.3 32,780 0.3 △ 2,394 

法 人 税 等 調 整 額  304,192 2.7 314,922 2.8 △ 10,730 

当 期 純 利 益  413,027 3.6 512,638 4.5 △ 99,611 
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(3)連結剰余金計算書 
（単位千円） 

科     目 

当連結会計年度 

  （自平成17年4月１日 

   至平成18年3月31日）

前連結会計年度 

  （自平成16年4月１日 

   至平成17年3月31日） 

対前期比較増減 

（△印は減） 

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）    

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 3,101,531 3,101,531 ― 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 3,101,531 3,101,531 ― 

    

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）    

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 3,170,471 2,841,105 329,366 

利 益 剰 余 金 増 加 高    

当 期 純 利 益 413,027 512,638 △ 99,611 

利 益 剰 余 金 減 少 高    

１. 配 当 金 153,465 172,872 △ 19,407 

２. 役 員 賞 与 13,500 10,400 3,100 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 3,416,533 3,170,471 246,062 
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(4)連結キャッシュ・フロー計算書 
                                                                            （単位千円） 

科     目 
注記

番号

当連結会計年度 

 （自平成17年4月１日 

  至平成18年3月31日） 

前連結会計年度 

 （自平成16年4月１日 

  至平成17年3月31日） 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー   

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 747,606 860,342 

減 価 償 却 費 532,373 584,985 

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 7,207 44,741 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 減 額 16,871 △ 9,444 

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 296 1,094 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 9,558 △ 8,130 

支 払 利 息 7,697 22,293 

為 替 差 益 △ 3,753 △ 2,489 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ─ △ 145,567 

有 形 固 定 資 産 処 分 損 35,525 34,003 

固 定 資 産 圧 縮 損 9,749 ─ 

国 庫 補 助 金 等 収 入 額 △ 9,749 ─ 

売 上 債 権 の 増 減 額 △ 293,818 1,016,893 

棚 卸 資 産 の 増 減 額 △ 79,461 282,116 

仕 入 債 務 の 増 減 額 689,434 △ 116,524 

未 払 消 費 税 の 減 少 額 △ 14,116 △ 26,326 

預 り 保 証 金 の 減 少 額 △ 23,509 △ 264,814 

役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 13,500 △ 10,400 

そ の 他 20,249 7,331 

小 計 1,619,545 2,270,105 

   

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 9,558 8,130 

利 息 の 支 払 額 △ 8,458 △ 21,801 

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 76,322 △ 23,102 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,544,322 2,233,332 
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（単位千円） 

科     目 
注記

番号

当連結会計年度 

 （自平成17年4月１日 

  至平成18年3月31日） 

前連結会計年度 

 （自平成16年4月１日 

  至平成17年3月31日） 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △ 162,159 △ 439,685 

有形固定資産の売却による収入 9,509 12,596 

国 庫 補 助 金 等 の 収 入 9,749 ─ 

無形固定資産の取得による支出 △ 23,293 △ 20,434 

投資有価証券の売却による収入 ─ 253,280 

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 1,871 2,406 

関係会社出資金の払込による支出 △ 33,438 ─ 

そ の 他 △ 1,142 △ 2,676 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 198,902 △ 194,513 

   

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー   

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △ 20,000 △ 555,000 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 80,000 △ 80,000 

配 当 金 支 払 に よ る 支 出 △ 152,704 △ 170,532 

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 364,733 △ 26,196 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 617,438 △ 831,729 

   

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 換 算 差 額 3,753 2,489 

   

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 731,735 1,209,578 

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 2,357,873 1,148,295 

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高 ※1 3,089,609 2,357,873 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

(1)連結子会社の数  ２社 (1)連結子会社の数  ２社 １．連結の範囲に関する

事項 連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  沖電線商事（株）、オーイー

シー・アカギ（株） 

 沖電線商事（株）、オーイー

シー・アカギ（株） 

   

 (2）主要な非連結子会社の名称等 (2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社 主要な非連結子会社 

 オーイーシー・サービス（株） 

厦門多威沖電線有限公司 

オーイーシー・サービス（株） 

厦門多威沖電線有限公司 

 （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

  連結の範囲から除外した子会社の

合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）および利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれ

も小規模であり、全体としても連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしてお

りません。 

同左 

２．持分法の適用に関する

事項 

 適用外の非連結子会社オーイー

シー・サービス（株）、厦門多威沖電

線有限公司は、それぞれ連結純損益お

よび利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重要性が

ないため、持分法を適用せず原価法に

より評価しております。 

同左 

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日

と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関す

る事項 

  

①有価証券 ①有価証券 (1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 その他有価証券 その他有価証券 

 (イ）時価のあるもの (イ）時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は総平均法

により算定しております。） 

同左 

 (ロ）時価のないもの (ロ）時価のないもの 

  総平均法による原価法 同左 

 ②棚卸資産 ②棚卸資産 

  先入先出法による原価法 同左 

   

①有形固定資産 ①有形固定資産 (2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法  定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物付属設備を除く。）

については、定額法を採用しておりま

す。 

同左 

 ②無形固定資産 ②無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

 ただし、自社利用ソフトウェアにつ

いては、自社における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

同左 
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項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

①貸倒引当金 ①貸倒引当金 (3）重要な引当金の計上

基準  連結会計年度末現在有する売掛金、貸

付金等の債権の貸倒れによる損失に備え

るため一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 

   

 ②退職給付引当金 ②退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理すること

としております。 

 （追加情報） 

 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき、計上して

おります。 

過去勤務債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数（10年）による定額法により発生年度

から費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数（10年）による定額法により翌連

結会計年度から費用処理することとして

おります。 

当社が加入していました沖電気工業厚

生年金基金は、平成１７年１月１日に厚

生年金の過去分返上の認可を受けまし

た。これに伴い当社は、キャッシュ・バ

ランスプラン型年金制度を導入し、同日

付でＯＫＩ企業年金基金に加入し、厚生

年金基金制度から確定給付企業年金制度

へ移行しております。 

この移行により退職給付債務が減少

し、過去勤務債務（債務の減額）

515,505千円が発生しました。  
過去勤務債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数（10年）による定額法により発生年度

から費用処理しており、当連結会計年度

においては、6,643千円を当期製造費用

から、6,244千円を販売費及び一般管理

費からそれぞれ減額処理しております。

   

 ③役員退職慰労引当金 ③役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支出に備えるため

内規に基づく連結会計年度末要支給額

（全額）を計上しております。 

同左 

   

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 
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項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 (5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項  消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 
同左 

５．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会社の利益処分については、連結

会計期間において確定した利益処分を基

礎として連結決算を行う方法によってお

ります。（確定方式の採用） 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金および容

易に換金が可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヵ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

同左 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準）  

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

───── 

 



 １７

注記事項 

（連結貸借対照表関係) 

当連結会計年度 
（平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（平成17年3月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額  13,134,030千円 ※１ 有形固定資産減価償却累計額  13,034,315千円

※２ 非連結子会社の株式および出資金 ※２ 非連結子会社の株式および出資金 

投資有価証券（株式）      10,000千円 投資有価証券（株式）      10,000千円

その他  （出資金）      103,938千円 その他  （出資金）      70,500千円

※３ このうち工場財団抵当として担保に供している資

産は次のとおりであります。 

※３ このうち工場財団抵当として担保に供している資

産は次のとおりであります。 
  

資産の種類 
 

金額（帳簿価額）
（千円） 

建物及び構築物 167,215

土地 309,187

合計 476,403

  

  

資産の種類 
 

金額（帳簿価額）
（千円） 

建物及び構築物 178,275

土地 309,187

合計 487,462

  
債務の名称および金額 債務の名称および金額 
  
長期借入金 80,000千円

一年内返済予定の長期借入金 80,000千円
  

  
長期借入金 160,000千円

一年内返済予定の長期借入金 80,000千円
  

※４ 当社の発行済株式総数は普通株式38,990,870株で

あります。 

※４ 当社の発行済株式総数は普通株式38,990,870株で

あります。 

※５ 当社が保有する自己株式の数は普通株式

1,633,957株であります。 

※５ 当社が保有する自己株式の数は普通株式622,350

株であります。 

※６ 国庫補助金等の受入れにより、建物について

9,749千円の圧縮記帳を行っており連結貸借対照表

計上額は、この圧縮記帳額を控除しております。 

※６       ────── 

 

 



 １８

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

※１ 固定資産処分損の明細は次のとおりであります。 ※１ 固定資産処分損の明細は次のとおりであります。
  

(1）固定資産除却損 

建物及び構築物 8,233千円

機械装置及び運搬具 20,503千円

その他（工具器具備品） 6,116千円

合計 34,852千円

 

(2）機械装置撤去費用 673千円
  

  
(1）固定資産除却損 

建物及び構築物 17,089千円

機械装置及び運搬具 7,894千円

その他（工具器具備品） 3,759千円

合計 28,743千円

 

(2）機械装置撤去費用 5,259千円
  

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれている研究開発

費は342,975千円であります。 

※２ 一般管理費及び製造費用に含まれている研究開発

費は360,191千円であります。 

※３      ───── ※３ 事業構造改革費用は余剰設備の除却損失が主なも

のであり、内訳は次のとおりであります。 

  
 

 

 

 

 
  

  
(1)固定資産除却損 

機械装置及び運搬具 53,697千円

その他（工具器具備品） 775千円

合計 54,472千円

(2)棚卸資産廃棄損 66,538千円
  

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 
  

（平成18年3月31日現在）

現金及び預金 3,089,609千円 

現金及び現金同等物 3,089,609千円 
  

  
（平成17年3月31日現在）

現金及び預金 2,357,873千円 

現金及び現金同等物 2,357,873千円 
  

 



 １９

（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

 
電線・ケーブ
ル（千円） 

電子部品他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 7,264,442 4,162,224 11,426,667 ─ 11,426,667 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ 

計 7,264,442 4,162,224 11,426,667 ─ 11,426,667 

営業費用 6,685,954 3,988,340 10,674,295 ─ 10,674,295 

営業利益 578,487 173,884 752,372 ─ 752,372 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本
的支出 

     

資産 7,047,583 6,779,671 13,827,255 1,756,077 15,583,333 

減価償却費 178,720 353,653 532,373 ─ 532,373 

資本的支出 164,688 203,213 367,902 ─ 367,902 

（注）１．事業区分は、製品系列から２つに区分しております。 
２．各事業の主な製品は以下のとおりであります。 
(1）電線・ケーブル事業 機器用電線、放電加工機用電極線、通信ケーブル、光製品など 
(2）電子部品他事業   フレキシブル基板、ワイヤーハーネス、統合配線システム、テナントなど 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、長期投資資金（投資有価証券）等であ
ります。 

当連結会計年度   1,756,077千円 
４．減価償却費および資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

 

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

 
電線・ケーブ
ル（千円） 

電子部品他 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益  

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 6,955,253 4,425,882 11,381,135 ─ 11,381,135 

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高 

─ ─ ─ ─ ─ 

計 6,955,253 4,425,882 11,381,135 ─ 11,381,135 

営業費用 6,128,694 4,335,355 10,464,049 ─ 10,464,049 

営業利益 826,559 90,526 917,085 ─ 917,085 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本
的支出 

     

資産 6,204,442 6,766,122 12,970,565 1,739,325 14,709,891 

減価償却費 191,535 393,449 584,985 ─ 584,985 

資本的支出 63,996 127,696 191,692 ─ 191,692 

（注）１．事業区分は、製品系列から２つに区分しております。 
２．各事業の主な製品は以下のとおりであります。 
(1）電線・ケーブル事業 機器用電線、放電加工機用電極線、通信ケーブル、光製品など 
(2）電子部品他事業   ワイヤーハーネス、フレキシブル基板、統合配線システム、テナントなど 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、長期投資資金（投資有価証券）等であ
ります。 

当連結会計年度   1,739,325千円 
４．減価償却費および資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 
 
 



 ２０

２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成16年4月1日 至平成17年3月31日）および当連結会計年度（自平成17年4月1日 至

平成18年3月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 

３．海外売上高 

当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

 米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 679,114 420,576 365,163 1,464,853 

Ⅱ 連結売上高（千円） ─ ─ ─ 11,426,667 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割
合（％） 

5.9 3.7 3.2 12.8 

  

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

 米州 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 644,389 377,298 251,209 1,272,897 

Ⅱ 連結売上高（千円） ─ ─ ─ 11,381,135 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割
合（％） 

5.7 3.3 2.2 11.2 

（注）１．地域は地理的近接度によって区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域は次のとおりであります。 

(1）米州    アメリカ他 

(2）欧州    ドイツ、オランダ他 

(3）アジア他  香港、シンガポール他 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

 



 ２１

（関連当事者との取引） 

当連結会計年度（自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日） 

１．親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

役員の
兼務等
（人）

事業上
の関係

取引内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円）

その他
の関係
会社 

沖電気
工業
（株） 

東京都
港区 

67,882 

電子通信
装置・情
報処理装
置等の製
造及び販
売 

直接35.3
間接 1.0

兼任3
転籍1

当社製
品の販
売 

電線類及び電
子部品等の販
売等 

479,423 売掛金 280,341

 （注）１．当社製品の販売については、当社の総原価から算定した価格ならびに沖電気工業（株）から提示された

価格を検討のうえ、決定しております。 

２．取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

 

（税効果会計関係） 

当連結会計年度（自平成17年4月1日 至平成18年3月31日） 

１ 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳（千円） 

繰延税金資産 

未払賞与 124,376

退職給付引当金 1,020,952

退職給付信託設定益 △ 619,867

役員退職慰労引当金 48,543

繰越欠損金 78,578

会員権評価損 1,664

投資有価証券評価損 56,198

未払事業税 6,394

有形固定資産除却損 5,620

棚卸資産除却損 10,930

その他 424

繰延税金資産小計 733,815

評価性引当金 △ 81,519

繰延税金資産合計 652,295

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △ 409,382

繰延税金負債合計 △ 409,382

繰延税金資産の純額 242,913

（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

流動資産─繰延税金資産 203,398

固定資産─繰延税金資産 39,515

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6（％）

（調整）  

住民税均等割額 2.5 

交際費等永久損金不算入項目 2.2 

受取配当金等永久益金不算入項目 △ 1.7 

その他 1.2 

 44.8 

 

 



 ２２

（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当連結会計年度（平成18年3月31日） 前連結会計年度（平成17年3月31日） 

種類 取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対
照表計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

      

(1）株式 282,876 1,291,206 1,008,330 282,876 809,419 526,542 
(2）債券       

国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
社債 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

(3）その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
小計 282,876 1,291,206 1,008,330 282,876 809,419 526,542 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

      

(1）株式 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
(2）債券       

国債・地方債等 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
社債 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 

(3）その他 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
小計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 
合計 282,876 1,291,206 1,008,330 282,876 809,419 526,542 

 

２．前連結会計年度および当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
当連結会計年度 

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

売却額（千円） ─ 107,713 

売却益の合計額（千円） ─ 145,567 

売却損の合計額（千円） ─ ─ 

 

３．時価のない主な有価証券の内容 
当連結会計年度 

（平成18年3月31日） 
前連結会計年度 

（平成17年3月31日） 種類 
連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   
非上場株式（店頭売買株式を除
く） 

46,050 46,050 

 

 



 ２３

（１株当たり情報） 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

１株当たり純資産額（円） 292.65 280.21 

１株当たり当期純利益金額（円） 10.79 13.00 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

同左 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 当連結会計年度 
（自 平成17年4月１日 
至 平成18年3月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

当期純利益（千円） 413,027 512,638 

普通株主に帰属しない金額（千円） ─ 13,500 

（うち利益処分による役員賞与金） （  ─） （  13,500） 

普通株式に係る当期純利益（千円） 413,027 499,138 

期中平均株式数（株） 38,279,786 38,401,934 

 

（退職給付関係） 

注記を省略しております。なお、記載が可能になり次第「決算発表資料の追加」として開示します。 

 

（リース取引関係） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は、事業の内容に照

らして重要性が乏しく契約１件当たりのリース料総額も３百万円を超えるものがないため、記載を省略してお

ります。 

 

（デリバティブ取引関係） 

当社グループはデリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

 



 ２４

５．売上高および受注高・受注残高 

(1)品種別売上高                              （単位千円） 

当連結会計年度 
自平成17年4月１日 
至平成18年3月31日 

前連結会計年度 
自平成16年4月１日 
至平成17年3月31日  

金額 
構成比

（％） 
金額 構成比（％） 

対前期比 

（％） 

機器用電線 3,007,457 26.3 2,965,536 26.1 101.4

その他電線 2,102,277 18.4 1,903,859 16.7 110.4

（電線小計） 5,109,734 44.7 4,869,396 42.8 104.9

通信ケーブル 2,154,707 18.9 2,085,857 18.3 103.3

ワイヤーハーネス 1,372,079 12.0 1,841,683 16.2 74.5

フレキシブル基板 1,420,073 12.4 1,014,491 8.9 140.0

（電子部品小計） 2,792,153 24.4 2,856,175 25.1 97.8

統合配線 904,465 7.9 1,120,550 9.9 80.7

その他 465,606 4.1 449,156 3.9 103.7

合計 11,426,667 100.0 11,381,135 100.0 100.4

うち輸出 1,464,853 12.8 1,272,897 11.2 115.1

 

(2)品種別受注高および受注残高                        （単位千円） 

受注高 受注残高 

当連結会計年度 
自平成17年4月１日 
至平成18年3月31日 

前連結会計年度 
自平成16年4月１日 
至平成17年3月31日 

当連結会計年度

平成18年 

3月31日現在 

前連結会計年度

平成17年 

3月31日現在
 

金額 
構成比

（％） 
金額 

構成比

（％） 

対前期比 

（％） 

金額 金額 

機器用電線 3,015,348 26.0 2,964,198 26.0 101.7 163,966 156,074

その他電線 2,138,687 18.4 1,963,399 17.2 108.9 173,736 137,326

（電線小計） 5,154,036 44.4 4,927,598 43.2 104.6 337,702 293,400

通信ケーブル 2,175,778 18.7 2,074,691 18.2 104.9 94,959 73,888

ワイヤーハーネス 1,412,784 12.2 1,831,853 16.1 77.1 191,380 150,674

フレキシブル基板 1,496,298 12.9 1,010,991 8.9 148.0 199,049 122,824

（電子部品小計） 2,909,083 25.1 2,842,845 25.0 102.3 390,429 273,499

統合配線 908,414 7.8 1,100,027 9.7 82.6 28,654 24,705

その他 465,606 4.0 449,156 3.9 103.7 ─ ─

合計 11,612,920 100.0 11,394,319 100.0 101.9 851,746 665,494

 




